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研究成果の概要（和文）：母子生活支援施設の実態把握、利用者への質問紙・面接調査、職員へ
の面接調査、さらにアメリカのシェルターとソーシャルワークの実際も含めて、施設の役割を
検討した。入所では、母と子の障害、貧困、十代の妊娠といった、最も支援が必要であるが支
援に繋がりにくい母子に特化し、より専門性の高い援助を展開することが期待された。そうし
た把握しづらい利用者に繋がるためにも、地域の子育て世帯全般に対しては、家庭訪問など、
ファミリーソーシャルワークによるアウトリーチが要請される。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to explore the usefulness of 
government-sponsored dormitories for single mothers and their children. Activities 
conducted as part of the research include investigations into the actual conditions at 
these facilities, questionnaires for residents, interviews with residents, interviews 
with workers and also visits to homeless shelters and social service agencies in the 
United States. As a result, we find that there is a need for more specialized support 
services targeting the most difficult-to-serve families, including: families suffering 
from poverty; families that have one or more family members with disabilities; and 
families experiencing teenage pregnancy. Further, in serving a particular locale, 
outreach activities provided through home visits are called for. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）本研究の背景には、これまで行ってき
た母子世帯と育児不安・子育てに関する一連
の研究が基礎となっている。これらの研究で
は、母子世帯は、彼女たちの（実家の）家族
資源に規定されながら階層性を帯びて存在
し、それが彼女たちのライフコースにわたっ
て大きく影響していることを確認してきた。
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その上で、母子生活支援施設利用者の検討で
は、「経済的基盤の弱い母子世帯への住居の
確保」「ＤＶなどからの危機対応」「保育所
の補完的保育の実施による就労への支援」
「子育てに対する具体的指導や援助」「生活
スキルの向上支援」「母親自身の障がいや障
がい児に対する支援」「生活全般にわたって
の相談」などによって、母親と子どもの生活
の安定が図られ、社会・家族資源の少ないシ
ングルマザーにとっての「実家」の機能を果
たしていると考察した。さらに、入所母子世
帯の生育歴も含めた調査からは、実家も生活
保護世帯や母子世帯である場合が多く、貧困
が世代的に再生産されているシングルマザ
ーが多いことからも、その再生産を断ち切る
べく機能していることも明らかにした。 
 
（２）しかし一方、施設利用者からみた施設
の評価は、大人が暮らしている施設でありな
がら（施設によっては）門限があったり、不
在時に居室内点検をされるといった「プライ
バシーが確保できない」ことにあり、生活・
子育て支援にしても、「ありがたい」ながら
も「よけいなお世話」と感じ、「生活の条件
が整えば早く出て地域で暮らしたい」という
感想がもたれていた。こうした「監視」も、
施設の側から言えば、障がいを抱えているこ
となどによって生活の自立が困難な母親が、
実際に小火を出した経験もあり、防災的な観
点からの居室点検であったり、あるいは「ゴ
ミの中で生活していたり」「三度の食事が子
どもに提供されていなかったり」といった現
実から、子どもの立場を考慮しての介入の必
要性があった。利用者と援助者間のすれ違い
への対応を含め、今後の母子生活支援施設に
期待される役割を明らかにする必要がある。 
 
（３）旧称の「母子寮」時代も含めた、これ
までの母子生活支援施設に関する体系的な
研究では、林千代氏、松原康雄氏、そして全
国母子生活支援施設協議会によるものが主
であった。しかし、いずれも母子福祉政策が
大きく変化する以前の研究であり、拡大され
ていく機能を、実際に、どこまで担っていけ
るのかについては検討されていなかった。近
年、社会的には母子世帯への「就労自立」が
強調されているが、それ以前に横たわる問題
として、母親の子育て困難と子どもの育ちの
不平等が見過ごせない問題として存在して
いる。さらに母子世帯と障がいの関係につい
ても既存の研究は見あたらない。また、母親
の自立と共に子どもの自立について考えて
みても、私たちが行った子どもの修学援助資
金の調査結果からは、社会人へのスタートを
資金の返済という「借金（不利）」を背負っ
てスタートしなければならい貧困の子ども
たちの現状があり、「母子」の不平等は解消
されていない。こうした子育て全般の問題や
母と子の「自立」「貧困の世代的な再生産」
も展望しながら、現代の母子生活支援施設の
性格を規定していく必要があった。 
 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、母子生活支援施設の現代的
役割を問い直すことを目的としている。母子
生活支援施設は児童福祉法に基づく児童福
祉施設であるが、母子が一緒に生活する施設
であり、その援助も独自性を有している。現
在、その利用者は、ＤＶ被害者や、精神・知
的障がいを伴う者、さらに実家の家族の援助
が望めないシングルマザーの利用が多く、そ
の社会的なニーズは高い。具体的な援助も、
住居提供に伴う相談援助や子育て支援だけ
ではなく、ＤＶなどの危機対応や、母親の就
労支援のための夜間・休日・病児保育などの
保育サービスの充実、さらには地域に住むひ
とり親世帯への支援という視点からも期待
されてきている。 
 
（２）しかし一方で、ＮＰＯ活動や他の子育
て支援策の充実により、母子生活支援施設に
期待される役割は、それらを包摂しつつ広範
化していくのか、それとも一定の特殊性や特
徴を打ち出していくのかが問われている。本
研究は、これまでの施設をめぐる経緯や関連
する諸調査と、家庭訪問を中心として展開し
ているアメリカにおける援助との比較の中
から、現代における母子生活支援施設の役割
と援助に関する新たな方向性を探る。 
 
３．研究の方法 
（１）施設の実態把握 
 ８都道府県18施設を2007年～2008年に訪
問し、規模や定員の違い、建物の構造や新し
さや古さによる制約、および利用者の状況と
利用者への施設内での約束事（規定）を検討
した。 
 
（２）利用者への質問紙調査 
 12 都道府県 38 施設の協力を得て、2009 年
２月～４月に、利用者（母親）へ質問紙調査
を実施した。調査方法は、事前に施設に対し
て「調査伺い」を送付し、協力していただけ
る施設に対して、調査票を送付した。回収方
法は、「施設でまとめて回収して返送する方
法」と「回答者自らが個人的に郵送により返
送する方法」との二種類の回収方法を設定し、
各施設の意向に依った。いずれの場合にも、
調査票に封のできる封筒（個人回収の場合は
切手付きの封筒）を調査票とともに同封し、
個人のプライバシーが保たれるように配慮
した。施設による配布・回収によるものは、
413 票票配し 279 票回収した（回収率 67.6％）。
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他に、配布は施設で行うが、回収は回答者個
人が郵送により投函する方式をとったもの
は 89 票回収できたが、配布した数が確定で
きない施設があったため、回収率は算出でき
なかった。調査項目は、母親自身と家族の特
性・健康状態、仕事と家計の状況、母子世帯
となった理由や養育費、子育ての状況、これ
までの生活と今後の生活についての状況と
展望、施設の評価などである。また、倫理面
への配慮としては、平成 20 年度北海道大学
大学院教育学研究院における「人間を対象と
する研究審査」において承認されている（受
付番号 08-19 番）。 
 
（３）施設利用者への面接調査 
 ３都道府県８施設において、2009 年～2010
年にわたり、利用者（母親と児童）への面接
調査を実施した。16 人への面接を実施したが、
一部の利用者は調査途中で体調が悪くなり、
また障がいのため回答が難しいことから、部
分的な回答となった。質問内容は、上記の質
問紙調査を深める内容であるが（質問紙調査
では回答者個人が特定されないため、面接調
査による結果との回答の付け合わせはしな
い）、障がいを抱えている利用者に対しては、
特に障がいに関わる生活と子育て・子育ち、
施設の援助についてたずねた。 
 
（４）施設職員への面接調査 
 ３都道府県８施設において、2009 年～2010
年にわたり、施設職員 16 名への面接調査を
実施した。質問内容は、日頃の母親と子ども
の状況、子どもへの支援の内容、母子それぞ
れへの援助の実際と困難ケースへの対応、利
用者に対する評価・感想、障がいを抱えてい
る場合の援助の実際と困難性、母子生活支援
施設の援助の範疇と全体的評価、施設の今後
について。 
 
（５）アメリカにおける施設・援助との比較 
 アメリカニューヨークで、貧困と障害児の
家族への援助を中心に行っている NAC(New 
Alternatives for Children)を 2009 年に訪
問し、そこで提供されているプログラムとサ
ービス内容について、また、それらを家庭訪
問という形で展開しているソーシャルワー
クの現状について検討した。また、同じくニ
ューヨークにある、家族向けのホームレスシ
ェルター（Regent Family Residence）も訪
問し、居住型施設における「自立」へ向けて
のプログラムを検討した。DV（Domestic 
Violence）の対応については、2008 年に Ohio 
Domestic Violence Network でトレーニング
コーディネーターをしている尾崎氏を招聘
し意見交換を行った。 
 
（６）事例検討会 
 １施設においてであるが、アメリカＮＡＣ
のソーシャルワーカーである相沢氏と伴に
日本の施設における事例の検討を行った
（2010 年 11 月 26 日）。検討内容は、事例に
対する視点やアセスメント、また援助の実際
や連携の持ち方の違いについてである。 
 
 
４．研究成果 
（１）施設と利用者特性についての検討 
施設の実態把握においては、建物の古さや
建て替えの時期によって、利用者へのプライ
バシーの配慮などでのハード面による違い
が存在し、それに伴う利用者間や利用者と援
助者の問題も生じていた。またハード面とは
別に、施設ごとに具体的な援助における配慮
や｢自立｣へのアプローチは異なっており、そ
れは施設側の認識の違いとともに、利用者の
特性の違いも規定要因として考えられた。す
なわち同じ母子生活支援施設であっても、施
設の目標として掲げられている「自立」への
援助に時間がかかる障がい者の割合が高い
施設がある一方で、比較的｢自立｣に導きやす
い障がい者の割合が少ない施設、また DV 被
害者だけで９割以上を占める施設などの違
いが見られた。こうした施設の特徴をふまえ、
母子生活支援施設を利用しているシングル
マザーを対象としたアンケート調査を実施
した。その結果、母親たちと子どもの貧困と、
発達障がいを含めた障がいに関わる課題が
明らかとなった。 
 
（２）障がいを抱える母子への援助について 
 本調査においても、また同時期に行われた
全国母子生活支援施設協議会が行った調査
においても、母子生活支援施設における障が
い児者の割合は高くなってきている。障がい
を抱えた親にとっては、独力で子育てを行う
には多くの困難が伴い、インフォーマルなサ
ポートも得られない状況にあって、母子生活
支援施設に入所することで、親子分離するこ
となく子育てができている。母子生活支援施
設が障がいをもつ母子を支援する役割は、今
後ますます広がることが予想されるが、母親
たちの評価からは、施設と利用者との間で、
援助のニーズがかみ合っていない状況が伺
えた。調査では、子どもへの援助に比べて、
母親への支援に対する満足度が低く、特に、
障がいをもつ母親の方が不満の割合が高く
なっている。そこには母親が期待する援助と
施設が提供している支援との質的・量的な差
異が存在している。さらに、ここで問われる
のは、そうした障がいを負った利用者や社会
的弱者の「自立」とは何かであり、その支援
は、これまで短期での退所を目指していた母
親への「自立」支援における目標や内容とは
異なってくるであろう。施設職員からのヒア
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リングでは、施設の援助は母親の状況に応じ
て、子どもと母親双方への様々な支援を実施
しているが、障がいを抱えている母親の援助
目標（ゴール）を設定することが困難なこと
から、長期的なビジョンに基づく支援という
よりも、その場その場で支援が展開されてい
た。さらに、施設の提供する援助を「甘やか
せている」ととらえるワーカーもおり、利用
者に対する認識も差が生じていた。また、さ
らに多様化する利用者に対して、集団生活と
しての平等性・均一性と個別性の問題は、利
用者に要求する「規則」としても、援助者が
提供する支援としても、その整合性が問われ
ることとなる。 
 
（３）児童福祉施設としての検討 
 母子生活支援施設が提供している子ども
への援助は多岐に渡っていたが、その意義と
しては、第一に、母親という子どもにとって
のキーパーソンも一緒に援助を進めていく
ことから、社会的養護の必要な子どもたちに
とっての生活・援助の継続性があげられる。
第二に、利用者である母親たちは日々の生活
に追われ、あるいは障がいのために、子ども
たちの生活や体験の豊かさを提供すること
が難しいが、そこを補うことができる。子ど
もの貧困問題とも関わって、子どもたちの経
験の豊かさの保障は、成長してからの生活ス
キルやコミュニケーションスキルの発達の
ためにも大切である。さらに、子どもへの援
助メニューの提供については、現在も学童保
育などを実施している施設があるように、施
設内だけではなく地域の子どもに対しても
援助の間口を広げやすい。一方、検討課題と
しては第一に、施設が目的としている「自立」
についても、母親の自立なのか、ここで育っ
ていく子どもの自立なのかを検討するとも
に、そのための支援・援助内容についても改
めて検討する必要が出てくるであろう。そし
て第二に、子どものための施設に重きを置く
のであれば、母子家庭を援助していくことの
必然性と同時に、母子に限定する根拠は何か
が問われるであろう。父子家庭も増加してき
ている現状においても、母子生活支援施設は
「母子」を援助対象の中心としていくことの
意義を模索していくのか、それとも父子も含
めた「ひとり親」家庭支援施設を目指してい
くのかが問われる。さらに、もしも父子家庭
が施設に入所した場合も現行の施設の規則
や援助が提供されるのか、それとも父親に提
供するものは、より緩やかなものになるので
はないか･･･といった吟味をしていくことは、
援助者のジェンダーバイヤスに対する試金
石にもなりうる。 
 
（４）シェルター機能に関しての検討 
アメリカで、ＤＶ被害者担当ソーシャルワ
ーカーへのトレーニングを行っている尾崎
氏に、日本での母子生活支援施設での母子施
策とＤＶ被害者への援助の現状を把握して
もらうと同時に、アメリカでの現状とＤＶ対
策へのプログラムについて意見交換を行っ
た。特に彼女が力を入れている加害者に対す
る DV プログラムについては、その効果は期
待できず、やはり被害者である女性への援助
に力を注ぐことの必要性が確認された。同時
に、母子生活支援施設が地域に開いていく特
質と、ＤＶシェルターとして危機対応を強め
ていく特質とを一つの施設で行っていく際
のリスクについて慎重である必要性につい
ても示唆された。 
 
（５）援助の形態とプログラムの検討 
アメリカニューヨークで、貧困と障害児の
家族への援助を中心に行っている NACで提供
されている４つプログラム（①Prevention 
Services：親子分離回避プログラム、②
Partners in Parenting（PIP）：プリベンシ
ョンサービスを数年経過しても、さらに長期
のサポートを必要とする家族へのアフター
ケア、③Foster Care and Adoption：子ども
の安全性から親子分離を行い里親家庭に措
置された子どもと里親、生みの親への介入と
援 助 、 ④ Post Legal Adoption Network 
Program（PLAN）：里親制度を経て養子縁組が
成立した子どもと親に対する継続的なアフ
ターケア）と具体的なサービス内容について、
さらに、それらを家庭訪問と言う形で展開し
ているソーシャルワークの現状について検
討した。多くの専門職がチームで援助を展開
しているというスタッフの層の厚さの違い
はあるが、フォローアップのプログラムが充
実していること、スーパーバイズ体制が徹底
していることが第一線のワーカーを支えて
いることが特徴である。また援助形態の違い
については、家庭訪問よりも居住型での援助
の方が即時的な援助は提供できるが、その場
合のソーシャルワーカーの負荷と境界の問
題があげられた。さらにニューヨークの家族
向けのホームレスシェルターへの訪問では、
日本と同様に親への就労支援なども用意さ
れているが、入所期限が４ヶ月以内という制
約があるにも関わらず、その短い期間にあっ
ても子どもたちへの支援が充実しているこ
とが特徴的であった。これらの視察の結果を
北海道母子生活支援施設、施設長会議で意見
交換し、日本の実践現場において、どのよう
な形で実現が可能であるのかを討議した。 
 
（６）事例からの検討 
 アメリカの相沢氏と日本の施設スタッフ
と共同で、事例検討を行った。アメリカでの
家庭訪問による援助と比べた相違点は、日本
の母子生活支援施設の場合は、より施設長に
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個々のケースの責任が集中しており、それに
伴って異職種との連携も施設として展開さ
れる場合が多かった。このことは、担当ソー
シャルワーカーにとって心強いことである
と同時に、ワーカーが「自分のケース」に対
して抱く責任が見失われるのではないか、す
なわちケースの援助をソーシャルワーカー
としての判断で行っていくよりも施設長の
指示を仰いで行いがちになるのではないか、
という懸念が指摘された。また、事例検討を
より充実したものへと展開するために、ＮＡ
Ｃで使用している「事例検討会のフォーマッ
ト」を提供してもらい、それを日本での母子
生活支援施設におけるアセスメントの枠組
みとしても応用すべく検討を継続している。 
 
（７）まとめ 
 母子生活支援施設の現代的役割の検討し
た結果、入所形態での援助は、母子一般より
も、母と子の障害、貧困、十代の妊娠といっ
た、最も支援を必要としながらも支援に繋が
りにくい母子に特化して援助を展開してい
くことが期待された。そこでの援助は、より
多様な高い専門性が問われる。障害者施設、
障害児施設、児童養護施設、自立援助ホーム、
ＤＶシェルター、婦人保護施設などの専門性
を全て兼ね備える援助実践が求められるが、
各施設がそれら全てに答えていくのか、それ
とも、今後は施設による機能分化や、既存の
連携とは異なる専門職の連携を模索して行
くのか、さらなる検討が必要であろう。また、
そうした把握しづらい利用者に繋がるため
にも、地域のひとり親世帯や子育て世帯全般
に対して、現行の学童保育やトワイライトス
ティ、ショートスティなどの援助に加えて、
電話相談や家庭訪問など、ファミリーソーシ
ャルワークの強みを前面に出し、地域に向け
たアウトリーチを展開していくことも要請
される。 
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